
（別紙） 

福島県立医科大学副学長 

神谷 研二 

 

 

① 先生のご意見の骨子を箇条書きにしてください（5 行以内） 

１．福島原発事故では、放射線情報が住民に十分に説明されず、専門家の意見も異なり、 

  国民の放射線被ばく対する不安を増強した。 

２．国民は確率論的なリスクの把握に慣れておらず、今後はリスク・リテラシーが必要。

３．福島原発事故では、住民の健康監視と管理、及び放射線防護が必要である。それを 

  成功させる秘訣は、住民が意思決定過程に参加し、主体的に取り組むことと行政との 

  連携。 

４．住民参加を促進するためにはリスク情報の共有化と意思決定過程の透明化が不可欠 

 

 

② 先生のご意見の根拠となった文献を１０編列挙して下さい（１０編以内）。 

 １．ICRP Publication 111「原子力事故又は放射線緊急事態後における長期汚染地域に居 

   住する人々の防護に対する委員会勧告の適用」 

 

 

③ 国民、特に福島県民の方々がご理解頂けるように、できるだけ平易な言葉で先生のご意

見を４００字程度でまとめて下さい。 

 福島原発事故後、放射線の単位や放射線情報が氾濫した。しかし、住民には、放射線デ

ータの意味や評価が十分に説明されず、専門家の意見も異なった。即ち、リスクコミュニ

ケーションの不足が、住民の健康に対する不安を増幅した。LNT モデルによる低線量放射

線のリスク推定は、その可能性の程度を確率的に推定するものである。従って、リスクを

確率論的に捕らえることと、リスクの比較が重要であるが、国民はそれに慣れていない。

国民もメディアも、シロかクロかの二元論でとらえる傾向があった。これを克服するため

には、国民全体の放射線リテラシーが必要。 

 福島原発事故では、放射線防護、及び健康監視と管理が不可欠である。これらを成功さ

せる秘訣は、住民が主体的に意思決定過程に参加することと行政との連携である。住民参

加を促進し、住民のコミットメントを獲得するためには、リスク情報の共有化と意思決定

過程の透明化が必要である。福島県の県民健康管理調査が始まっているが住民の参加者数

は伸び悩んでいる。健康管理や防護に住民が主体的に取り組める環境を提供する必要があ

る。その一法が、個人が能動的に係わることができる放射線モニタリング体制の強化であ

る。個人の積極的な取り組みを促進するためには、地域に密着したきめ細かい情報の提供

とリスク情報の共有化が重要である。  


